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表紙

第28回
株式会社インテリックス
定時株主総会招集ご通知

開 催 日 時
2023年８月29日（火）午前10時

　

開 催 場 所

会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照いただき、
お間違えのないようご注意ください。

東京都渋谷区渋谷二丁目22番3号　渋谷東口ビル1階
TKPガーデンシティ渋谷　ホールA

　
決 議 事 項

第１号議案　定款一部変更の件
第２号議案　取締役11名選任の件
第３号議案　監査役２名選任の件

2023年８月28日（月）午後６時

インターネット及び書面による議決権行使期限

　 (証券コード：8940)
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株主各位

(証券コード8940)
2023年８月10日

株 主 各 位 （電子提供措置の開始日2023年８月７日）

東 京 都 渋 谷 区 渋 谷 二 丁 目 1 2 番 1 9 号
株 式 会 社 イ ン テ リ ッ ク ス

代表取締役社長 俊 成 誠 司

【当社ウェブサイト】
https://www.intellex.co.jp/company/ir/stockinfo/generalmeeting/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/8940/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第28回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第28回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上
げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措
置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサ
イトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認く
ださいますようお願い申し上げます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「インテリックス」又は
「コード」に当社証券コード「8940」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順
に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日のご出席に代えて、インターネット又は書面によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年８月28日（月曜日）午後
６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2023年８月29日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都渋谷区渋谷二丁目22番3号　渋谷東口ビル１階

ＴＫＰガーデンシティ渋谷　ホールＡ
会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案内
図」をご参照いただき、お間違えのないようご注意ください。

３．目的事項
報告事項 １. 第28期（2022年６月１日から2023年５月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

２. 第28期（2022年６月１日から2023年５月31日まで）計算書類報
告の件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役11名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙
を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を
記載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきま
しては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、お送りする書面には記載し
ておりません。したがって、当該書面は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計
監査人が監査をした対象の一部であります。

　① 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　② 連結計算書類の連結注記表
　③ 計算書類の個別注記表
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにお

いて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますよう
お願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面で議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場
受付にご提出ください。

次ページの案内に従って、議案
の賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示のうえ、切手
を貼らずにご投函ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年８月29日（火曜日）
午前１０時

2023年８月28日（月曜日）
午後６時入力完了分まで

2023年８月28日（月曜日）
午後６時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２、３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書はイメージです。

インターネット及び書面の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使
としてお取り扱いいたします。
議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとしてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを
入力することなく、議決権行使サイトにログインするこ
とができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　
議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取って
ください。

1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・
仮パスワード」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
機関投資家の皆さまは、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくこと
が可能です。

－ 4 －
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
（員数） （員数）
第17条 当会社の取締役は、10名以内と

する。
第17条 当会社の取締役は、11名以内と

する。

株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由
　経営体制の一層の強化を図るため、現行定款第17条の取締役の員数を10名以内か
ら11名以内に変更するものであります。
２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 5 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏　名 候補者属性 現在の当社における地位・担当 取締役会

出席状況

１
やま

山
 

　
もと

本
 

　
たく

卓
 

　
や

也 再 任　 取締役会長 89％
16／18回

２
とし

俊
 

　
なり

成
 

　
せい

誠
 

　
じ

司 再 任　 代表取締役社長 100％
18／18回

３
こ

小
 

　
やま

山
 

　
 

　 
じゅん

俊 再 任　
取締役 兼 執行役員 ソリューション事業部
門担当 兼 アセット事業部長

94％
17／18回

４
の

能
 

　
ぎ

城
 

　
ひろ

浩
 

　
かず

一 再 任　
取締役 兼 執行役員 ソリューション事業部
門副担当 兼 リースバック事業部長

100％
18／18回

５
たき

滝　
かわ

川　
とも

智　
やす

庸 新 任　 －／－回

6
お

小　
だ

田　
やす

康　
ひろ

敬 新 任　
執行役員 リノヴェックスマンション事業部
門担当 兼 西日本エリア統括部長 兼 営業第
四部長

－／－回

7
むら

村　
まつ

松　
じゅん

淳 　
や

弥 新 任　
執行役員 リノヴェックスマンション事業部
門副担当 兼 東日本エリア統括部長 兼 営業
企画部担当 兼 リレーション事業部担当

－／－回

8
なか

中　
はらい

拂 　
かず

一　
なり

成 新 任　
執行役員 コーポレート部門担当 兼 財務部
長 兼 人事総務部長 －／－回

９
むら

村
 

　
き

木
 

　
てつ

徹
た

太
ろう

郎 再 任 社 外 独 立　 社外取締役 83％
15／18回

10
にし

西
 

　
な

名
 

　
たけ

武
 

　
ひこ

彦 再 任 社 外 独 立　 社外取締役 100％
18／18回

11
とみ

冨
 

　
た

田
 

　
なお

尚
 

　
こ

子 再 任 社 外 独 立　 社外取締役 100％
15／15回

第２号議案　取締役11名選任の件
　取締役全員（９名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つき
ましては、経営体制の強化を図るため２名増員いたしたく、第１号議案「定款一部変更
の件」が原案どおり承認可決されることを条件として、取締役11名の選任をお願いす
るものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

取締役候補者一覧

（注）取締役会の出席状況について、冨田尚子氏は2022年８月30日の第27回定時株主総会での選任後の出席状況です。

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

１

再 任

やま

山
 

　
もと

本
 

　
たく

卓
 

　
や

也
(1954年３月17日生)

　

    1995年    7 月 当社設立
    1997年    1 月 当社代表取締役社長
    2020年    8 月 当社代表取締役会長
    2022年    2 月 株式会社リコシス代表取締役社長(現任)
    2022年    8 月 当社取締役会長(現任)

52,100株

重要な兼職状況
株式会社リコシス代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
　山本卓也氏は、1995年に当社を創業して以来、長年にわたって当社グループ経営を統括し、その経
営戦略に手腕を発揮しております。その豊富な経験・実績に基づく高い見識は、当社グループの持続
的成長と企業価値向上の実現のために必要不可欠であることから、引き続き取締役候補者といたしま
した。

－ 7 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

２

再 任

とし

俊
 

　
なり

成
 

　
せい

誠
 

　
じ

司
(1979年４月13日生)

　

    2011年    1 月 当社入社
    2013年    9 月 当社財務部長
    2015年    1 月 当社執行役員ソリューション事業部長
    2015年    4 月 株式会社インテリックスプロパティ取締役(現任)
    2017年    8 月 当社取締役兼執行役員ソリューション事業部長
    2018年    1 月 株式会社インテリックス信用保証(現株式会社再生住

宅パートナー)取締役(現任)
    2019年    8 月 当社代表取締役副社長ソリューション事業部、リレ

ーション事業部、事業戦略部担当兼人事・人材開発
部、情報システム部管掌

    2019年    11月 株式会社ＦＬＩＥ取締役(現任)
    2020年    8 月 当社代表取締役社長(現任)

株式会社インテリックス空間設計代表取締役社長
    2021年    1 月 株式会社イーアライアンス代表取締役(現任)

株式会社インテリックスＴＥＩ(現株式会社TEI 
Japan)取締役(現任)

    2023年    6 月 株式会社インテリックス空間設計取締役（現任）

17,700株

重要な兼職状況
株式会社イーアライアンス代表取締役

【取締役候補者とした理由】
　俊成誠司氏は、当社において財務、ソリューション事業分野を中心とした知識と経験を有しており
ます。2015年の執行役員就任以降、アセットシェアリング事業の営業戦略に大きく貢献してきまし
た。また、2020年8月からは、当社代表取締役社長に就任しており、当社グループの持続的成長と企
業価値向上の実現のために必要不可欠であることから、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 8 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

３
再 任

こ

小
 

　
やま

山
 

　
 

　
 

　
じゅん

俊
(1968年11月４日生)

　

    1998年    4 月 当社入社
    2003年    2 月 当社横浜店長
    2013年    6 月 当社執行役員ソリューション営業部長
    2014年    6 月 当社執行役員アセット営業部長兼ソリューション営

業部長
    2015年    1 月 当社執行役員アセット事業部長
    2015年    4 月 株式会社インテリックスプロパティ取締役
    2017年    8 月 当社取締役兼執行役員アセット事業部長
    2020年    8 月 株式会社インテリックスプロパティ代表取締役社長

(現任)
    2022年    6 月 当社取締役兼執行役員ソリューション事業部門担当

兼アセット事業部長(現任)

30,500株

重要な兼職状況
株式会社インテリックスプロパティ代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
　小山俊氏は、当社において営業部門を中心とした豊富な知識と経験を有しております。2013年の執
行役員就任以降、アセット事業の営業戦略に大きく貢献しており、当社グループの持続的成長と企業
価値向上の実現のために必要不可欠であることから、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 9 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

４

再 任

の

能
 

　
ぎ

城
 

　
ひろ

浩
 

　
かず

一
(1972年5月1日生)

    1996年    4 月 株式会社第一勧業銀行(現株式会社みずほ銀行)入行
    2003年    7 月 株式会社インテリックス住宅販売入社
    2005年    6 月 当社入社
    2005年    12月 当社財務部長
    2011年    6 月 当社執行役員財務部長
    2013年    9 月 当社執行役員大阪営業部長
    2015年    9 月 当社アセット事業部 部長
    2018年    6 月 当社執行役員リースバック事業部長
    2021年    6 月 当社執行役員リースバック事業部長兼ソリューショ

ン事業部長
    2021年    7 月 当社執行役員ソリューション事業部門担当兼リース

バック事業部長兼ソリューション事業部長
    2021年    8 月 当社取締役兼執行役員ソリューション事業部門担当

兼リースバック事業部長兼ソリューション事業部長
    2022年    5 月 株式会社再生住宅流通機構(現株式会社再生住宅パー

トナー)代表取締役社長(現任)
    2022年    6 月 当社取締役兼執行役員ソリューション事業部門副担

当兼リースバック事業部長(現任)

10,400株

重要な兼職状況
株式会社再生住宅パートナー代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
　能城浩一氏は、当社において財務、営業部門を中心とした豊富な知識と経験を有しております。
2011年の執行役員就任以降、財務戦略やリースバック事業の営業戦略に大きく貢献しており、当社グ
ループの持続的成長と企業価値向上の実現のために必要不可欠であることから、引き続き取締役候補
者といたしました。

－ 10 －



2023/07/27 17:02:34 / 23000483_株式会社インテリックス_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

５

新 任

たき

滝　
かわ

川　
とも

智　
やす

庸
(1959年9月14日生)

    1983年    4 月 株式会社新居千秋都市建築設計入社
    1998年    5 月 株式会社インテリックス空間設計入社
    2001年    2 月 株式会社インテリックス空間設計取締役
    2012年    8 月 当社取締役
    2023年    6 月 株式会社インテリックス空間設計代表取締役社長

（現任）

24,100株

重要な兼職状況
株式会社インテリックス空間設計代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
　滝川智庸氏は、2001年より当社子会社である株式会社インテリックス空間設計の取締役として、リ
ノベーションに係る事業戦略に手腕を発揮しております。その豊富な経験・実績に基づく高い見識
は、当社グループの持続的成長と企業価値向上の実現のために必要不可欠であることから、新任の取
締役候補者といたしました。

６
新 任

お

小
 

　
だ

田
 

　
やす

康
 

　
ひろ

敬
(1958年1月10日生)

    1980年    4 月 三井不動産販売株式会社（現三井不動産リアルティ
株式会社）入社

    2008年    4 月 同社リハウス第二本部部長
    2011年    4 月 同社執行役員住宅流通統括本部首都圏営業　統括二

部長
    2013年    4 月 三井不動産リアルティ九州株式会社代表取締役社長
    2016年    4 月 三井不動産リアルティ株式会社執行役員地域流通営

業本部長
    2018年    4 月 同社上席執行役員ソリューション事業本部　副本部

長
    2020年    4 月 同社上席執行役員横浜支店長
    2022年    4 月 同社役員室理事
    2023年    4 月 当社執行役員リノヴェックスマンション事業部門担

当兼西日本エリア統括部長兼営業第四部長（現任）

－株

【取締役候補者とした理由】
　小田康敬氏は、企業経営や不動産関連事業に関する豊富な業務経験と幅広い見識を有しており、当
社グループの持続的成長と企業価値向上の実現のために必要不可欠であることから、新任の取締役候
補者といたしました。

－ 11 －
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

７
新 任

むら

村
 

　
まつ

松
 

　
じゅん

淳
 

　
や

弥
(1969年6月14日生)

    1994年    4 月 株式会社ファンケル入社
    2005年    1 月 当社入社
    2007年    12月 当社湘南藤沢店長
    2011年    6 月 当社執行役員横浜店第２営業部長
    2016年    9 月 当社執行役員渋谷第１営業部長兼人事・人材開発部

長
    2017年    7 月 当社執行役員渋谷第１営業部長兼横浜営業部長兼人

事・人材開発部長
    2018年    6 月 当社執行役員人事・人材開発部長
    2018年    8 月 株式会社インテリックス空間設計取締役（現任）
    2020年    8 月 株式会社インテリックス住宅販売取締役
    2021年    10月 当社執行役員人事総務部長
    2023年    6 月 当社執行役員リノヴェックスマンション事業部門副

担当兼東日本エリア統括部長兼営業企画部長兼リレ
ーション事業部担当（現任）

    2023年    7 月 株式会社ＦＬＩＥ取締役（現任）

3,800株

【取締役候補者とした理由】
　村松淳弥氏は、当社において営業部門を中心とした豊富な知識と経験を有しております。2011年の
執行役員就任以降、リノヴェックスマンション事業の強化や人材育成に大きく貢献しており、当社グ
ループの持続的成長と企業価値向上の実現のために必要不可欠であることから、新任の取締役候補者
といたしました。

－ 12 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

8

新 任

なか

中
 

　
はらい

拂
 

　
かず

一
 

　
なり

成
(1971年2月19日生)

　

    1992年    4 月 ジプロ株式会社入社
    2002年    9 月 株式会社ぐるなび入社
    2003年    1 月 当社入社
    2011年    6 月 当社業務管理部長
    2015年    1 月 当社財務部長兼業務管理部長
    2018年    6 月 当社執行役員管理部門財務部長兼業務管理部長
    2019年    6 月 当社管理部門担当執行役員財務部部長兼業務管理部

部長
    2020年    8 月 株式会社インテリックスプロパティ取締役
    2022年    4 月 株式会社リコシス執行役員財務経理部長兼企画開発

部長
    2023年    6 月 当社執行役員コーポレート部門担当兼財務部長兼人

事総務部長（現任）
株式会社リコシス執行役員財務経理部長（現任）

    2023年    7 月 株式会社インテリックスプロパティ取締役（現任）

3,800株

【取締役候補者とした理由】
　中拂一成氏は、当社において管理部門における豊富な経験・知識を有しております。2018年の執行
役員就任以降、財務戦略等に大きく貢献しており、当社グループの持続的成長と企業価値向上の実現
のために必要不可欠であることから、新任の取締役候補者といたしました。

－ 13 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

9

再 任
社 外
独立役員

むら

村
 

　
き

木
 

　
てつ

徹
た

太
ろう

郎
(1965年３月17日生)

　

    1991年    7 月 スイス銀証券会社東京支店(現ＵＢＳ証券株式会社)
入社

    1996年    9 月 世界銀行グループ入行
    2001年    6 月 ハーバード大学行政大学院(ケネディスクール)ＭＰ

Ａ取得
    2002年    5 月 イデアキャピタル株式会社 代表パートナー
    2003年    7 月 株式会社産業再生機構入社 マネージングディレクタ

ー
    2004年    5 月 株式会社カネボウ化粧品 取締役兼執行役 最高財務

責任者（ＣＦＯ）
    2007年    9 月 株式会社東京証券取引所グループ入社 経営企画部 

企画統括役
    2009年    5 月 株式会社ＴＯＫＹＯ ＡＩＭ取引所 代表取締役社長
    2012年    10月 フロンティア・マネジメント株式会社入社 専務執行

役員
    2012年    12月 同社 専務執行役員兼シンガポール支店長
    2016年    3 月 株式会社パラマウント・エイム 代表取締役(現任)
    2017年    8 月 当社社外取締役(現任)

－株

重要な兼職状況
株式会社パラマウント・エイム 代表取締役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
　村木徹太郎氏は、会社経営者としての幅広い経験、見識を有しております。当社の経営への助言や
業務執行に対する適切な監督を行っており、コーポレート・ガバナンスの一層の充実のために必要不
可欠であることから、引き続き同様の役割を果たしていただくことを期待し、社外取締役候補者とい
たしました。

－ 14 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

10

再 任
社 外
独立役員

にし

西
 

　
な

名
 

　
たけ

武
 

　
ひこ

彦
(1952年５月16日生)

　

    1975年    4 月 株式会社第一勧業銀行(現株式会社みずほ銀行)入行
    1996年    10月 同行 証券企画部制度調査グループ次長
    1998年    2 月 同行 武蔵小杉支店長
    2000年    1 月 同行 雷門支店長
    2001年    12月 同行 渋谷支店長
    2002年    4 月 株式会社みずほ銀行 渋谷中央支店長
    2005年    4 月 同行 執行役員 築地支店長
    2006年    3 月 同行 常務執行役員
    2011年    4 月 株式会社東京アドエージェンシー顧問
    2011年    6 月 同社 代表取締役社長
    2017年    6 月 同社 特別顧問
    2018年    9 月 株式会社リベルタ 社外取締役(現任)
    2020年    8 月 当社社外取締役(現任)

2,000株

重要な兼職状況
株式会社リベルタ 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
　西名武彦氏は、会社経営者としての幅広い経験、見識を有しております。当社の経営への助言や業
務執行に対する適切な監督を行っており、コーポレート・ガバナンスの一層の充実のために必要不可
欠であることから、引き続き同様の役割を果たしていただくことを期待し、社外取締役候補者といた
しました。

－ 15 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

11

再 任
社 外
独立役員

とみ

冨
 

　
た

田
 

　
なお

尚
 

　
こ

子
(1964年8月3日生)

　

    1988年    4 月 三井生命保険相互会社(現大樹生命保険株式会社)入
社

    1994年    1 月 トーマツ／デロイト＆トウシュ LLP, NY 入所
    1997年    2 月 興銀インベストメント株式会社 入社
    1999年    12月 株式会社クレイフィッシュ 取締役 最高財務責任者
    2001年    9 月 ゼネラル・エレクトリック・インターナショナル・

インク ディレクター
    2003年    8 月 株式会社産業再生機構 プロフェッショナル・オフィ

ス シニアマネージャー
    2004年    9 月 株式会社オーシーシー 取締役
    2007年    4 月 株式会社バンダイナムコホールディングス エグゼク

ティブ・アドバイザー
    2015年    8 月 デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー

合同会社 シニア・ディレクター
    2016年    7 月 金融庁 監督局総務課主任専門検査官 兼 監督調査室

調査企画第2課長補佐 金融研究センター管理官
    2019年    12月 DNX Ventures Chief Financial Officer(現任)
    2021年    12月 株式会社WHI Holdings 取締役 監査等委員(現任)
    2022年    8 月 当社社外取締役(現任)

－株

重要な兼職状況
DNX Ventures Chief Financial Officer

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
　冨田尚子氏は、会社経営者としての幅広い経験、見識を有しております。当社の経営への助言や業
務執行に対する適切な監督を行っており、コーポレート・ガバナンスの一層の充実のために必要不可
欠であることから、引き続き同様の役割を果たしていただくことを期待し、社外取締役候補者といた
しました。

－ 16 －
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取締役選任議案

（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　２．村木徹太郎氏、西名武彦氏及び冨田尚子氏は、社外取締役候補者であります。
　　　３．村木徹太郎氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本定時株主総会終結の時をもって６年となります。
　　　４．西名武彦氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本定時株主総会終結の時をもって３年となります。
　　　５．冨田尚子氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本定時株主総会終結の時をもって１年となります。
　　　６．当社は、村木徹太郎氏、西名武彦氏及び冨田尚子氏を株式会社東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し届け出ております。各氏が再任された場合、当社は、各氏
の独立役員としての指定を継続する予定であります。

　　　７．当社は、村木徹太郎氏、西名武彦氏及び冨田尚子氏との間で会社法第427条第１項の規
定に基づき、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。各氏の再任が承認された場合に
は、当社は各氏との間で当該契約を継続する予定であります。

　　　８．冨田尚子氏の戸籍上の氏名は富田尚子であります。
　　　９．当社は、会社法第430条の２第１項に規定する補償契約及び保険会社との間で会社法第

430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約（D＆O保険）は締結しており
ません。

　　　10．各候補者が所有する当社の株式の数は、当期末（2023年５月31日）現在の株式数を記
載しております。

－ 17 －
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監査役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

１

新 任
社 外
独 立

きた

北
 

　
むら

村
 

　　
あきら

章
(1949年9月4日生)

　

    1972年    4 月 野村不動産株式会社入社
    1994年    6 月 同社大阪支店長
    1995年    6 月 同社取締役住宅企画部長
    1997年    6 月 同社取締役流通事業本部長
    1999年    6 月 同社常務取締役流通事業本部長
    2001年    4 月 野村不動産アーバンネット株式会社代表取締役社長
    2010年    10月 東京不動産業健康保険組合専務理事
    2013年    7 月 同組合特別顧問

朝日住宅株式会社代表取締役専務
    2017年    9 月 株式会社ＴＨＥグローバル社社外取締役

―株

【社外監査役候補者とした理由】
　北村章氏は、不動産会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しております。これらの知識
や職見を活かし、経営全般に対する的確な監督と有効な助言をいただきたく、新任の社外監査役候補
者といたしました。

第３号議案　監査役２名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、監査役大林彰氏は任期満了となり、監査役江幡寛
氏は辞任により退任されますので、新たに監査役２名の選任をお願いするものでありま
す。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
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監査役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
株 式 の 数

2

新 任
社 外
独 立

や

矢
た

田
ぼり

堀　
ひろ

浩
あき

明
(1960年7月13日生)

　

    1987年    10月 太田昭和監査法人（現ＥＹ新日本有限責任監査法
人）入所

    1991年    8 月 公認会計士登録
    1999年    4 月 法政大学大学院 法政ビジネススクール 兼任講師
    2002年    5 月 新日本監査法人（現ＥＹ新日本有限責任監査法人）

パートナー
    2009年    7 月 同監査法人シニアパートナー
    2018年    7 月 フリービット株式会社社外監査役（現任）
    2019年    3 月 愛光監査法人代表社員（現任）
    2023年    2 月 一般社団法人 実践コーポレートガバナンス研究会 

理事（現任）

―株

重要な兼職状況
フリービット株式会社社外監査役
愛光監査法人代表社員

【社外監査役候補者とした理由】
　矢田堀浩明氏は、過去に社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与した経験はありませ
んが、公認会計士として豊富な経験と知識を有しております。その知見や見識を活かし、経営全般に
対する的確な監督と有効な助言をいただきたく、新任の社外監査役候補者といたしました。

（注）１．各監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．北村章氏及び矢田堀浩明氏は、社外監査役候補者であります。
３．北村章氏及び矢田堀浩明氏の選任が承認された場合、当社は両氏との間で会社法第427

条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

４．当社は、会社法第430条の２第１項に規定する補償契約及び保険会社との間で会社法第
430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約（D＆O保険）は締結しており
ません。

５．各候補者が所有する当社の株式の数は、当期末（2023年５月31日）現在の株式数を記載
しております。
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スキルマトリックス

氏 名 当社における地位 企業経営 当社事業・
業 界 経 験

財務・会計・
ファイナンス

法務・リスク
マネジメント

ESGサステ
ナビリティ

山 本 卓 也 取 締 役 会 長 ● ● ●
俊 成 誠 司 代表取締役社長 ● ● ●
小 山 　 俊 取 締 役 ● ●
能 城 浩 一 取 締 役 ● ●
滝 川 智 庸 取 締 役 ● ● ●
小 田 康 敬 取 締 役 ● ●
村 松 淳 弥 取 締 役 ● ● ●
中 拂 一 成 取 締 役 ● ● ●
村　木　徹太郎 取 締 役( 社 外 ) ● ● ●
西 名 武 彦 取 締 役( 社 外 ) ● ●
冨 田 尚 子 取 締 役( 社 外 ) ● ● ●

鶴 田 豊 彦 常 勤 監 査 役 ● ● ●
飯 村 修 也 監 査 役( 社 外 ) ● ● ●
北 村 　 章 監 査 役( 社 外 ) ● ●
矢田堀　浩　明 監 査 役( 社 外 ) ● ● ●

＜ご参考＞
取締役・監査役のスキルマトリックス

取締役会が適時、適切な意思決定を行い、かつ実効性の高い監視、監督機能を発揮すべ
く、現時点の取締役会にとって重要と考えるスキルを①企業経営、②当社事業・業界経
験、③財務・会計・ファイナンス、④法務・リスクマネジメント、⑤ESGサステナビリテ
ィの５つを定義しております。

上記５つのスキルについて、取締役・監査役（候補者を含む）が現在有し、特に発揮を
することが期待されるスキルの一覧は下表のとおりです。

2023年8月29日 定時株主総会後の当社取締役・監査役（予定）

※各人の有するスキルのうち主なもの最大３つまで記載しております。上記一覧表は、各人の有す
るすべての知見や経験を表すものではありません。

以　上
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当事業年度の事業の状況

(2022年６月 1 日から
2023年５月31日まで)
事　業　報　告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度（2022年６月１日～2023年5月31日）におけるわが国経済は、

コロナ禍を経て経済活動の再開が進んでおり、個人消費や設備投資など内需が幅広
い分野で拡大し、また円安を背景としたインバウンド需要が急回復を示しており、
物価高騰が継続しているものの景気動向は緩やかに回復しております。

東日本不動産流通機構（東日本レインズ）によりますと、首都圏の中古マンショ
ン市場は、成約価格が2020年６月から2023年５月の間、36ヶ月連続で前年同月を
上回りました。一方、成約件数は当期（2022年６月～2023年５月）において前期
比5.3％の減少となりました。また、在庫状況については、登録件数が前年同月を上
回って推移しており、2023年５月において前年同月比で23.6％の増加となってお
ります。

主たる事業でありますリノヴェックスマンションの販売は、平均販売価格が前期
比13.1％増だったことに加え、販売件数が前期比2.0％増の1,152件となり、売上高
は前期比15.5％の増収となりました。加えて、法人及び個人向けリノベーション内
装事業も前期比16.6％増となりました。また、コロナ禍後２年ぶりに販売した不動
産小口化商品「アセットシェアリング札幌」が完売したことに加え、一棟収益物件
の売却、ホテル事業の回復があったことで、ソリューション事業分野の売上高は前
期比5.0％増となりました。それらの結果、連結での売上高は前期比14.1％増とな
りました。

利益面では、リノヴェックスマンション販売が、仕入価格の高騰に加え、築古物
件の増加や省エネリノベーション「エコキューブ」の導入に伴うリノベーションコ
スト増も重なり、売上原価が増加しました。加えて、販売価格が中古マンション市
場価格の上昇と購入希望価格の乖離が生じてきており、価格転嫁が十分になされず
利益率が低下いたしました。一方、リノベーション内装事業の堅調な推移、さらに
ホテル事業の黒字転換もあり、連結売上総利益は前期と同水準の0.1％増となりまし
た。また、販売費及び一般管理費においては、物件販売増に伴う販売仲介手数料の
増加に加え、省エネリノベーション「エコキューブ」の認知拡大を目指しテレビＣ
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当事業年度の事業の状況

Ｍをはじめとする大規模なプロモーションを展開したことにより広告宣伝費が増大
し、前期に比べ13.9％増となりました。これらによりまして、営業利益は前期比
47.9％減となり、また、営業外費用が融資関連費や支払利息等により増加したこと
で、経常利益は前期比77.4％減となりました。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は、前期比14.1％増の412億36百
万円となり、営業利益が前期比47.9％減の7億10百万円、経常利益が前期比77.4％
減の2億39百万円、親会社株主に帰属する当期純利益が前期比84.3％減の1億円と
なりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。
（リノベーション事業分野）
　リノベーション事業分野における物件販売の売上高は、リノヴェックスマンショ
ンの販売価格の上昇及び販売件数の増加等により前期比16.0％増の303億21百万円
となりました。また、同事業分野における賃貸収入の売上高は、前期比2.9％減の1
億46百万円となりました。そして、同事業分野におけるその他収入の売上高は、リ
ノベーション内装事業の受注増等を反映し前期比32.3％増の20億32百万円となり
ました。
　これらの結果、当事業分野における売上高は325億円（前期比16.8％増）とな
り、営業利益は7億50百万円（同43.8％減）となりました。

（ソリューション事業分野）
　ソリューション事業分野における物件販売の売上高は、一棟収益物件の売却や不
動産小口化商品「アセットシェアリング札幌」が完売したものの、前期に実施した
リースバック物件の信託受益権の譲渡を見送ったこともあり、前期比1.2％減の69
億99百万円となりました。また、同事業分野における賃貸収入の売上高は、前期比
1.2％増の10億13百万円となりました。そして、同事業分野におけるその他収入の
売上高は、ホテル事業の稼働率の上昇等により、前期比200.7％増の7億22百万円
となりました。
　これらの結果、当事業分野における売上高は87億36百万円（同5.0％増）とな
り、営業利益は9億6百万円（同7.8％増）となりました。
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当事業年度の事業の状況

②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は、27億51百万円
で、その主なものは、賃貸用不動産の取得であります。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中に、主に不動産物件の取得資金として、金融機関より短期借入
金として306億円、長期借入金として87億円の調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

⑦　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　当社は、2023年５月12日を効力発生日として当社の完全子会社である株式会社
インテリックス住宅販売と吸収合併を行い、同社が営んでおりました不動産の仲介
業に関する全ての権利義務を承継いたしました。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 第 25 期
(2020年５月期)

第 26 期
(2021年５月期)

第 27 期
(2022年５月期)

第 28 期
(当連結会計年度)
(2023年５月期)

売 上 高 (百万円) 37,863 41,074 36,139 41,236
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 522 1,127 643 100
１株当たり当期純利益 (円) 60.82 131.88 74.55 11.65
総 資 産 (百万円) 38,596 36,296 40,932 45,629
純 資 産 (百万円) 10,635 11,586 11,978 11,774
１株当たり純資産額 (円) 1,247.33 1,351.77 1,381.47 1,403.89

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。
２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を前連結

会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度以降に係る各数値については、当該
会計基準等を適用した後の数値となっております。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社インテリックス空間設計 20百万円 100.0％ 内装工事の企画、設計、施工

株式会社インテリックスプロパティ 10百万円 100.0％ 不 動 産 の 管 理 業

株式会社再生住宅パートナー 100百万円 100.0% 不 動 産 売 買 業 等

株 式 会 社 Ｆ Ｌ Ｉ Ｅ 10百万円 100.0％ 不 動 産 情 報 サ イ ト の 運 営

株 式 会 社 Ｔ Ｅ Ｉ  J a p a n 50百万円 100.0％ 建築物の温熱環境に関する情報提供サービス

株 式 会 社 リ コ シ ス 30百万円 100.0％ 省エネリノベーションのフランチャイズ事業

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）1. 当社は、2023年５月12日を効力発生日として株式会社インテリックス住宅販売を吸収合併いたしました。
2 当社は、2022年9月27日付けで、株式会社インテリックス空間設計から、同社の100％子会社である株式会社

TEI Japan（当社の孫会社）の全発行済株式を譲り受け、当社の子会社としました。
3. 株式会社リコシスは、議決権のない優先株式等の種類株式を発行しております。議決権比率については、議決

権のない優先株式等の種類株式を除いて算出しております。
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対処すべき課題

⑷　対処すべき課題
（スタンダード市場への選択申請について）
当社は、プライム市場の上場維持基準を充たしていないため「新市場区分の上場維
持基準の適合に向けた計画書」（2021年12月24日付）を提出し、その計画では
2027年５月期末においてプライム市場の上場維持基準をクリアすることとしており
ました。しかしながら、今般施行された株式会社東京証券取引所の改正規則にある
「2026年３月１日以後最初に到来する基準日を超える時期を終了期限とする適合計
画等を開示している会社」に当社が該当し、その規則では「当該基準日の翌日から当
該終了期限における適合状況を確認するまでの間、監理銘柄に指定します」と制定さ
れております。すなわち、当社が計画しておりました期限の2027年５月末を待たず
して2026年５月期末までに上場維持基準を充たさない限り、2026年６月より当社は
監理銘柄に指定されることが想定されます。当社といたしましては昨今の経営環境を
考慮すると適合計画の実現を１年短縮することは容易ではなく、また、当社の既存株
主、投資家の皆様が安心して当社株式を保有・売買する環境を維持するには、監理銘
柄に指定となることを回避することが必要不可欠であると判断し、この度スタンダー
ド市場への区分再選択を行うことといたしました。これによりまして、限られた経営
資源を本業の収益基盤の強化に振り向け、長期的な企業価値の向上につなげていきた
いと考えております。

（中期経営計画の見直しについて）
当社は、2022年６月から2025年５月の３ヶ年を対象期間とする中期経営計画を公
表しております。この度、当社では、自社の収益状況及び今後想定される不透明な不
動産市況を考慮し、中期経営計画における２年目以降の数値目標を見直すことといた
しました。具体的には、2024年５月期につきましては、単年度の業績予想により、
収益の進捗管理を行ってまいります。そして、2025年５月期につきましては、新た
な中期経営計画の初年度として公表できるように努めてまいります。
なお、中期経営計画の骨子となる中期重点方針につきましては、引き続き実行して
まいります。具体的には、当社グループは、リノベーションで循環型経済の環を拡げ
ていくことによりまして、当社ビジョン「すべての人にリノベーションで豊かな生活
を」実現してまいります。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

⑸　主要な事業内容（2023年５月31日現在）
　当社グループは、主に首都圏エリア（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）及び、
札幌、仙台、名古屋、大阪、京都、広島、福岡の各地域において、築年数の経過した
中古マンションを仕入れ、高品質な内装を施し、「リノヴェックスマンション」とし
て販売しております。（「リノヴェックス」は当社の登録商標です。）毎年マンショ
ンストックが増加する中、中古マンションに「リノベーション（再生）」という新た
な価値を付加することにより、中古マンションの円滑な流通を促進することを目的と
しております。
　具体的なビジネスの流れといたしましては、中古マンションを主に個人の方から、
不動産仲介会社を通じて、一戸単位で当社が仕入れ、その後、最適なリノベーション
（再生）プランを作成し、子会社である株式会社インテリックス空間設計で高品質な
リノヴェックス内装を施した上で、再度、不動産仲介会社を通じて一般のお客様に販
売しております。仕入及び販売に際しては、主として大手不動産仲介会社及び各地域
の不動産仲介会社とのネットワークを通じて展開しております。

　当社グループが提供する「リノヴェックスマンション」の特長は、従来から流通し
ている中古マンションのようなリフォーム（表面的な内装）に止まらず、物件の状態
に応じて、間取りの変更や目に見えない給排水管の交換等に至るまで老朽化・陳腐化
した箇所を更新しリノベーション（再生）することにより、商品価値を高めて販売す
る点にあります。施工した全ての物件に対しては、部位別に、工事の内容に応じて、
１年から最長20年の「アフターサービス保証」を付けており、購入時に抱える不安
要素（永住性や資産性など）を払拭し、顧客満足度の高い住宅の供給を行っておりま
す。
　また、収益不動産の売買及び賃貸事業やリースバック事業、不動産特定共同事業法
に基づく不動産の小口化商品の販売事業、並びにリノベーション内装の請負事業等を
営んでおります。
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事 業 区 分 事 業 内 容

リ ノ ベ ー シ ョ ン 事 業 分 野
・中古マンション・戸建の再生販売・賃貸・仲介事業
・リノベーション内装事業
・ＦＬＩＥ（不動産プラットフォーム）事業

ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 分 野

・その他不動産事業（一棟、土地等）の開発・販売・
　賃貸・管理・仲介事業
・新築分譲マンションの開発・販売事業
・リースバック事業
・アセットシェアリング事業
・ホテル等の宿泊事業

当 社

本社・渋谷本店：東京都渋谷区
札幌店：札幌市中央区、仙台店：仙台市青葉区
東京日本橋店：東京都中央区、横浜店：横浜市中区
さいたま大宮店：さいたま市大宮区
名古屋店：名古屋市中区、大阪店：大阪市北区
京都事業所：京都市下京区、広島店：広島市中区
福岡店：福岡市中央区

株式会社インテリックス空間設計 本社：東京都目黒区、渋谷店：東京都渋谷区
横浜店：横浜市中区、青山店：東京都渋谷区

株式会社インテリックスプロパティ 本社：東京都渋谷区

株 式 会 社 再 生 住 宅 パ ー ト ナ ー 本社：東京都中央区、大阪店：大阪府東大阪市

株 式 会 社 Ｆ Ｌ Ｉ Ｅ 本社：東京都渋谷区

株 式 会 社 Ｔ Ｅ Ｉ  J a p a n 本社：東京都中央区

株 式 会 社 リ コ シ ス 本社：東京都中央区

⑹　主要な営業所（2023年５月31日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

リノベーション事業分野 255名 1名減

ソリューション事業分野 38名 2名増

全社（共通） 49名 14名増

合　計 342名 15名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

232名 8名増 39.1歳 6.8年

⑺　使用人の状況（2023年５月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人数であり、パート職員は、その重要性が低いため記載を省略しておりま
す。

②　当社の使用人の状況

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 5,713百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,328

第 一 勧 業 信 用 組 合 2,196

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,009

城 北 信 用 金 庫 1,877

⑻　主要な借入先の状況（2023年５月31日現在）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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①　発行可能株式総数 17,500,000株
②　発行済株式の総数 8,932,100株
③　株主数 5,352名（前期末比307名減）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 イ ー ア ラ イ ア ン ス 3,594,500株 42.92％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 518,300 6.19

イ ン テ リ ッ ク ス 従 業 員 持 株 会 191,300 2.28

内 藤 征 吾 117,900 1.41

北 沢 産 業 株 式 会 社 71,400 0.85

北 川 順 子 63,700 0.76

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 61,200 0.73

宇 藤 秀 樹 60,400 0.72

Ｔ Ｈ Ｅ 　 Ｂ Ａ Ｎ Ｋ 　 Ｏ Ｆ 　 Ｎ Ｅ Ｗ 　 Ｙ Ｏ Ｒ Ｋ 　 Ｍ Ｅ Ｌ Ｌ Ｏ Ｎ 　 １ ４ ０ ０ ４ ０ 57,000 0.68

山 本 卓 也 52,100 0.62

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2023年５月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１．自己株式（557,909株）を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。
２．持株比率は、自己株式（557,909株）を控除して計算しております。
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株式の状況、新株予約権等の状況

株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（社外取締役を除く） 29,100株 ６名

社外取締役 － －

監査役 － －

取得した株式の種類 当社普通株式
取得した株式の総数 349,500株
取得価額の総額 199,948,300円
取得期間 2023年１月30日～2023年５月22日

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「2．会社の現況 (3)会社役員の状況 ③ 取締役及び
監査役の報酬等」（32頁）に記載しております。

⑥　その他株式に関する重要な事項
　当社は、2023年１月27日開催の取締役会決議により、以下のとおり自己株式を
取得いたしました。

⑵　新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 状 況

取 締 役 会 長 山 本 卓 也 株式会社リコシス代表取締役社長

代 表 取 締 役 社 長 俊 成 誠 司
株式会社インテリックス空間設計
代表取締役社長
株式会社イーアライアンス
代表取締役

取 締 役 小 山 　 俊
執行役員 ソリューション事業部門担当 
兼 アセット事業部長
株式会社インテリックスプロパティ
代表取締役社長

取 締 役 相 馬 宏 昭 執行役員 リノヴェックスマンション事
業部門担当 兼 東日本エリア統括部長

取 締 役 能 城 浩 一
執行役員 ソリューション事業部門副担
当 兼 リースバック事業部長
株式会社再生住宅パートナー
代表取締役社長

取 締 役 石 積 智 之 執行役員 コーポレート部門担当 兼 財
務部長

取 締 役 村 　 木 　 徹 太 郎 株式会社パラマウント・エイム
代表取締役

取 締 役 西 名 武 彦 株式会社リベルタ 社外取締役
取 締 役 冨 田 尚 子 DNX Ventures Chief Financial 

Officer
常 勤 監 査 役 大 林 　 彰
常 勤 監 査 役 鶴 田 豊 彦
監 査 役 江 幡 　 寛 江幡寛税理士事務所 所長
監 査 役 飯 村 修 也 日本証券金融株式会社 取締役

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2023年５月31日現在）

（注）１．取締役村木徹太郎氏、西名武彦氏及び冨田尚子氏は社外取締役であります。
２．常勤監査役大林彰氏及び監査役飯村修也氏は社外監査役であります。
３．当社は、取締役村木徹太郎氏、西名武彦氏及び冨田尚子氏を株式会社東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．監査役江幡寛氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
５．2022年８月30日開催の第27回定時株主総会終結の時をもって、取締役種市和実氏は、

任期満了により退任いたしました。
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６．2022年８月30日開催の第27回定時株主総会において、冨田尚子氏は、新たに取締役に
選任され就任いたしました。

７．当社は、補償契約及び役員等賠償責任保険契約（D＆O保険）は締結しておりません。

②　責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に規定しており、各社
外取締役及び各社外監査役との間で責任限定契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役又は社外監査役が、そ
の職務を行うにつき善意で重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定
める最低責任限度額としております。

③　取締役及び監査役の報酬等
イ．役員の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針等

　当社は、取締役会において下記方針につき決議しております。当該決議に際して
は、独立社外取締役が議長を務める指名報酬委員会の審議を経ております。
　なお、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等
の決定方法が当該方針と整合していること及び決定された報酬等が指名報酬委員会
における審査、評価を経たものであることを確認しており、当該方針に沿うもので
あると判断しています。

取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針は次のとおりです。
・基本報酬は月例の固定報酬とし、役位、常勤、非常勤の別、会社の業績、職責、

貢献度及び評価等を勘案し、各人毎に決定します。
・役員賞与は、対象取締役に対する現金賞与で、当該事業年度の連結経常利益が過

去５年間平均の連結経常利益を上回った場合に、当該事業年度の連結経常利益
（役員賞与計上前の連結経常利益の額）の1.5％を総額としたうえ、役位、会社
の業績、職責、貢献度及び評価等を勘案し、各人毎に決定します。

・株式報酬は、対象取締役に対する譲渡制限付株式報酬制度に基づくもので、当該
事業年度の連結経常利益の1.5％を総額としたうえ、役位、会社の業績、職責、
貢献度及び評価等を勘案し、各人毎に決定します。なお、譲渡制限期間は3年と
し、原則として譲渡制限期間が満了した時点で解除することとします。
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区　　分 支給人員

報酬等の種類別の総額（千円）
報酬等の総額
（千円）固定報酬 役員賞与

(業績連動報酬等)
株式報酬

(業績連動報酬等)
(非金銭報酬等)

取締役
(うち、社外取締役)

10名
（4）

138,900
（10,800）

－
（―）

16,875
（―）

155,775
（10,800）

監査役
(うち、社外監査役)

4名
（2）

27,450
（8,550） ― ― 27,450

（8,550）
合計

(うち社外役員)
14名
（6）

166,350
（19,350）

－
（―）

16,875
（―）

183,225
（19,350）

社外取締役に対する報酬につきましては、客観的視点での経営判断の妥当性、監
督等を適切に行うため、独立性の確保を考慮し、固定報酬のみとしております。

また、各取締役の報酬の額は、独立社外取締役が議長を務める「指名報酬委員
会」において審議のうえ、取締役会で決定しております。
　各監査役に対する報酬につきましては、取締役の職務の執行を監査する権限を
有する独立の立場を考慮し、固定報酬のみとしております。また、各監査役の報
酬等の額は、常勤、非常勤の別、業務分担の状況を勘案し、監査役の協議により
決定しております。

ロ．報酬等の総額

（注）１．当事業年度末現在の人員数は取締役９名（うち社外取締役３名）、監査役４名（うち社
外監査役２名）であります。なお、上記支給人員には、2022年8月30日開催の第27回定
時株主総会終結の時をもって、任期満了により退任した社外取締役１名を含んでおりま
す。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．業績連動型の報酬である役員賞与及び株式報酬に係る業績指標は、財務活動も含む総合

的な収益力の向上を重視し、連結経常利益を選定しております。なお、連結経常利益の
実績は、「連結損益計算書」（39頁）に記載のとおりです。

４．役員賞与は業務執行取締役に対する現金賞与であり、当該事業年度の連結経常利益が過
去５年間平均の連結経常利益を上回った場合に、当該事業年度の連結経常利益（役員賞
与計上前の連結経常利益の額）の1.5％を総額としたうえ、役位、会社の業績、職責、貢
献度及び評価等を勘案し、各人毎に決定します。
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会社役員の状況

５．株式報酬は、業務執行取締役に対する譲渡制限付株式報酬制度に基づくもので、当該事
業年度の連結経常利益の1.5％を総額としたうえ、役位、会社の業績、職責、貢献度及び
評価等を勘案し、各人毎に決定します。なお、譲渡制限期間は３年とし、原則として譲
渡制限期間が満了した時点で解除することとします。また、当事業年度における交付状
況は「２．会社の現況 ⑴ 株式の状況」（30頁）に記載しており、上記株式報酬の額に
は当事業年度に費用計上した金額を記載しております。

６．取締役の報酬限度額は、2007年８月23日開催の第12回定時株主総会において、年額
300百万円以内（使用人兼務取締役の使用人部分は含まない。）と定めております。当
該株主総会終結時点の取締役の員数は６名であります。また、2020年８月27日開催の第
25回定時株主総会において、取締役に対する賞与を上記報酬限度額の枠内で支給するこ
と、及び、当該報酬限度額とは別枠で業務執行取締役に対する譲渡制限付株式の付与の
ための報酬枠を年額100百万円以内（割り当てる株式数の上限は年５万株以内）と定め
ております。当該株主総会終結時点の対象となる取締役の員数は５名であります。

７．監査役の報酬限度額は、2003年８月19日開催の第８回定時株主総会決議において年額
50百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は２名
であります。

④　社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先及び当該兼職先と当社との関係

・取締役村木徹太郎氏は、株式会社パラマウント・エイムの代表取締役であります
が、当社と同社の間には、取引関係はありません。

・取締役西名武彦氏は、株式会社リベルタの社外取締役でありますが、当社と同社
の間には、取引関係はありません。

・取締役冨田尚子氏は、DNX Ventures の Chief Financial Officerであります
が、当社と同社の間には、取引関係はありません。

・監査役飯村修也氏は、日本証券金融株式会社の取締役でありますが、当社と同社
の間には、取引関係はありません。
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会社役員の状況

区　分 氏　　名 主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 村 木 徹 太 郎

当事業年度に開催された取締役会18回のうち15回に出席し、経
営の意思決定の妥当性及び適正性を確保する観点から発言を行
っております。また、指名報酬委員会の委員長として、独立し
た立場から当社のコーポレート・ガバナンスの充実に貢献する
など、同氏に期待される役割を適切に果たしております。上記
のほか、書面決議を2回行っております。

取締役 西 名 武 彦

当事業年度に開催された取締役会18回全てに出席し、経営の意
思決定の妥当性及び適正性を確保する観点から発言を行ってお
ります。また、指名報酬委員会の委員として、独立した立場か
ら当社のコーポレート・ガバナンスの充実に貢献するなど、同
氏に期待される役割を適切に果たしております。上記のほか、
書面決議を2回行っております。

取締役 冨 田 尚 子

2022年８月30日就任以降、当事業年度に開催された取締役会15
回全てに出席し、経営の意思決定の妥当性及び適正性を確保す
る観点から発言を行っております。また、指名報酬委員会の委
員として、独立した立場から当社のコーポレート・ガバナンス
の充実に貢献するなど、同氏に期待される役割を適切に果たし
ております。上記のほか、書面決議を2回行っております。

監査役 大 林 　 彰
当事業年度に開催された取締役会18回全てに出席し、また監査
役会12回全てに出席し、経営の意思決定の妥当性及び適正性を
確保する観点から発言を行っております。上記のほか、取締役
会の書面決議を2回行っております。

監査役 飯 村 修 也
当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回に出席し、ま
た監査役会12回全てに出席し、経営の意思決定の妥当性及び適
正性を確保する観点から発言を行っております。上記のほか、
取締役会の書面決議を2回行っております。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 39百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 39百万円

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　太陽有限責任監査法人
（注）当社の会計監査人であったEY新日本有限責任監査法人は、2022年８月30日開催の第

27回定時株主総会終結の時をもって退任いたしました。

②　報酬等の額

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根
拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同
意を行っております。

3．上記報酬以外に、前任会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人に対して、引継ぎ業
務等に係る報酬として2百万円を支払っております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、解任が相当と認め
られる場合には、監査役会は、監査役全員の同意により、会計監査人を解任いたし
ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会
において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
　上記の場合のほか、会計監査人に適正な監査の遂行に支障をきたす事由が生じた
と認められる場合には監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再
任の議案の内容を決定いたします。

④　責任限定契約の内容の概要
　当社と太陽有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ
く損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額としております。ま
た、当社は、EY新日本有限責任監査法人との間で、同様の契約を締結しておりま
した。
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剰余金の配当等の決定に関する方針

⑸　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の
配当等を行う。」旨、定款で定めております。
　剰余金の配当につきましては、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つ
と考えており、将来の事業拡大のための財務体質の強化と内部留保の充実を図りつつ、
積極的な利益還元を行う業績連動型配当政策を導入いたしております。具体的には、目
標配当性向(連結)を30％以上とする方針であります。
　当事業年度の期末配当金につきましては、当事業年度の業績等を勘案し１株当たり９
円の普通配当とさせていただきました。その結果、１株当たりの年間配当は18円とな
り、配当性向は154.5％となりました。

　本事業報告中の記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示してお
ります。
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連結貸借対照表

（2023年５月31日現在） （単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 31,633,259 流 動 負 債 23,371,035
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
前 渡 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
借 地 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

4,965,804
233,805

25,751,141
184,167
500,568
△2,227

13,996,723
11,693,032
4,034,550
7,518,017
76,867
41,737
21,860

575,676
464,906
110,770

1,728,013
683,649
187,957
858,087
△1,681　

買 掛 金 676,618
短 期 借 入 金 16,301,557
１年内償還予定の社債 100,000
１年内返済予定の長期借入金 4,767,744
未 払 法 人 税 等 99,179
契 約 負 債 216,012
アフターサービス保証引当金 56,705
そ の 他 1,153,219

固 定 負 債 10,484,479
長 期 借 入 金 9,917,564
資 産 除 去 債 務 57,022
そ の 他 509,893

負 債 合 計 33,855,515
純 資 産 の 部

株 主 資 本 11,723,320
資 本 金 2,253,779
資 本 剰 余 金 2,448,641
利 益 剰 余 金 7,363,595
自 己 株 式 △342,696

その他の包括利益累計額 33,146
その他有価証券評価差額金 33,146

非 支 配 株 主 持 分 18,000
純 資 産 合 計 11,774,467

資 産 合 計 45,629,982 負 債 純 資 産 合 計 45,629,982

連 結 貸 借 対 照 表

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 38 －



2023/07/27 17:02:34 / 23000483_株式会社インテリックス_招集通知_電子提供措置用

連結損益計算書

（2022年６月１日から2023年５月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 41,236,815
売 上 原 価 35,124,034

売 上 総 利 益 6,112,780
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,402,606

営 業 利 益 710,174
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 5,701
違 約 金 収 入 6,241
受 取 保 険 金 13,174
業 務 受 託 料 12,818
補 助 金 収 入 18,633
受 取 手 数 料 7,749
匿 名 組 合 投 資 利 益 69,786
そ の 他 22,918 157,022

営 業 外 費 用
支 払 利 息 408,706
支 払 手 数 料 166,645
そ の 他 52,488 627,840
経 常 利 益 239,355

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 741
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,076 1,818

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 237,537
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 173,661
法 人 税 等 調 整 額 △36,907 136,754

当 期 純 利 益 100,782
非支配株主に帰属する当期純利益 －
親会社株主に帰属する当期純利益 100,782

連 結 損 益 計 算 書

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2022年６月１日から2023年５月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 2,253,779 2,459,130 7,453,898 △191,511 11,975,296
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △191,085 △191,085
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 100,782 100,782

自 己 株 式 の 取 得 △199,948 △199,948
自 己 株 式 の 処 分 △10,488 48,763 38,274
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) －

当 期 変 動 額 合 計 － △10,488 △90,302 △151,185 △251,976
当 期 末 残 高 2,253,779 2,448,641 7,363,595 △342,696 11,723,320

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △14,385 △14,385 18,000 11,978,911
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △191,085
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 100,782

自 己 株 式 の 取 得 △199,948
自 己 株 式 の 処 分 38,274
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 47,532 47,532 47,532

当 期 変 動 額 合 計 47,532 47,532 － △204,443
当 期 末 残 高 33,146 33,146 18,000 11,774,467

連結株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2023年５月31日現在） （単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
機 械 及 び 装 置
工具、器具及び備品
土 地
有 形 リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

29,487,100
3,958,002
100,961

24,523,913
179,067
175,558
551,824
△2,227

13,864,268
11,187,824
3,893,689

35
17,534

7,157,960
76,867
41,737

574,521
464,906
22,593
1,332
85,690

2,101,922
683,649
196,336
110,190
230,000
72,643
150,189
234,475
426,118
△1,681　

流 動 負 債 22,595,996
買 掛 金 867,172
短 期 借 入 金 15,823,429
１年内償還予定の社債 100,000
１年内返済予定の長期借入金 4,596,360
未 払 金 425,911
未 払 費 用 441,215
未 払 法 人 税 等 28,853
契 約 負 債 137,746
ｱ ﾌ ﾀ ｰ ｻ ｰ ﾋﾞ ｽ 保 証 引 当 金 31,680
そ の 他 143,627

固 定 負 債 9,702,266
長 期 借 入 金 9,189,156
資 産 除 去 債 務 57,022
長期預り敷金保証金 284,111
そ の 他 171,975

負 債 合 計 32,298,262
純 資 産 の 部

株 主 資 本 11,019,959
資 本 金 2,253,779
資 本 剰 余 金 2,448,641
資 本 準 備 金 2,362,627
その他資本剰余金 86,014
利 益 剰 余 金 6,660,234
その他利益剰余金 6,660,234
繰 越 利 益 剰 余 金 6,660,234

自 己 株 式 △342,696
評価・換算差額等 33,146
その他有価証券評価差額金 33,146
純 資 産 合 計 11,053,106

資 産 合 計 43,351,368 負 債 純 資 産 合 計 43,351,368

貸　借　対　照　表

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 41 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

監
査
報
告

計
算
書
類

2023/07/27 17:02:34 / 23000483_株式会社インテリックス_招集通知_電子提供措置用

損益計算書

（2022年６月１日から2023年５月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高
不 動 産 売 上 高 37,320,756
そ の 他 の 売 上 高 1,796,243 39,117,000

売 上 原 価
不 動 産 売 上 原 価 32,279,824
そ の 他 の 売 上 原 価 988,654 33,268,478
売 上 総 利 益 5,848,521

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,205,290
営 業 利 益 643,230

営 業 外 収 益
受 取 利 息 4,160
受 取 配 当 金 5,651
違 約 金 収 入 6,241
受 取 保 険 金 13,174
業 務 受 託 料 24,153
受 取 手 数 料 5,336
補 助 金 収 入 18,633
匿 名 組 合 投 資 利 益 69,786
そ の 他 22,937 170,074

営 業 外 費 用
支 払 利 息 396,677
社 債 利 息 612
支 払 手 数 料 160,650
そ の 他 42,015 599,956
経 常 利 益 213,348

特 別 利 益
抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 52,157
子 会 社 清 算 益 19,933 72,090

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 741
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,076 1,818
税 引 前 当 期 純 利 益 283,620
法人税、住民税及び事業税 90,003
法 人 税 等 調 整 額 △28,072 61,930
当 期 純 利 益 221,690

損　益　計　算　書

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2022年６月１日から2023年５月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,253,779 2,362,627 96,502 2,459,130 6,629,630 6,629,630 △191,511 11,151,028
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △191,085 △191,085 △191,085
当 期 純 利 益 221,690 221,690 221,690
自 己 株 式 の 取 得 △199,948 △199,948
自 己 株 式 の 処 分 △10,488 △10,488 48,763 38,274
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) －

当 期 変 動 額 合 計 － － △10,488 △10,488 30,604 30,604 △151,185 △131,069
当 期 末 残 高 2,253,779 2,362,627 86,014 2,448,641 6,660,234 6,660,234 △342,696 11,019,959

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △14,385 △14,385 11,136,643
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △191,085
当 期 純 利 益 221,690
自 己 株 式 の 取 得 △199,948
自 己 株 式 の 処 分 38,274
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 47,532 47,532 47,532

当 期 変 動 額 合 計 47,532 47,532 △83,536
当 期 末 残 高 33,146 33,146 11,053,106

株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鶴　見　　　寛 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 島　津　慎一郎 ㊞

独立監査人の監査報告書

2023年７月20日
株式会社インテリックス
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
　東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社インテリックスの2022年
６月１日から2023年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社インテリックス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
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連結計算書類に係る会計監査報告

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鶴　見　　　寛 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 島　津　慎一郎 ㊞

独立監査人の監査報告書

2023年７月20日
株式会社インテリックス
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
　東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社インテリックスの
2022年６月１日から2023年５月31日までの第28期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
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計算書類に係る会計監査報告

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監査報告書

　当監査役会は、２０２２年６月１日から２０２３年５月３１日までの第２８期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、監査計画等に従
い、取締役、内部監査室、その他使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所等に於いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役その他の使用人等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（２００５年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並
びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

２０２３年７月21日
株 式 会 社 イ ン テ リ ッ ク ス  監 査 役 会

常 勤 監 査 役 鶴 田 豊 彦 ㊞
監 査 役 江 幡 　 寛 ㊞
監  査  役(社外監査役) 飯 村 修 也 ㊞

（注）常勤監査役（社外監査役）大林章氏は、２０２３年７月２１日の監査役会を病気のため欠席いたしま
したので、本監査報告書に署名押印をいたしておりません。

以　上
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地図

株主総会会場ご案内図
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JR山手線・埼京線・湘南新宿ライン 渋谷駅東口から 徒歩３分
東京メトロ銀座線・半蔵門線・副都心線 渋谷駅B5出口から 徒歩２分


